
社会福祉法人河北会 身体的拘束適正化のための指針 

１．目的 

⑴ 社会福祉法人河北会（以下「法人」という。）が運営する特別養護老人ホームさくら

ぎの里及びさくらぎの里短期入所生活介護事業所並びにグループホームさくらぎ（以

下「施設」という。）において、介護保険指定基準に定める身体拘束禁止規定に基づき、

「身体拘束その他の行動制限（以下「身体的拘束」という。）をしない介護」の方針を

定めることを目的とする。 

⑵ この指針は、施設の利用者の行動及び生活の自由を制限せず、利用者の自立と尊

厳、主体性のある生活を妨げることのないよう、職員一人ひとりが身体的拘束による

身体的又は精神的弊害を理解し、次に掲げる運営規程に定める身体的拘束に関する取

り扱いについて定めることを目的とする。 

① 特別養護老人ホームさくらぎの里運営規程第１０条 

② さくらぎの里短期入所生活介護事業所運営規程第１１条 

③ グループホームさくらぎ運営規程第１０条 

 

２．身体的拘束と身体拘束 

 ⑴ 身体的拘束 

  ① 身体拘束 

  ② 向精神薬の服用 

  ③ スピーチロック 

  ④ 嗜好品の提供又は余暇活動の制限 

  ⑤ その他の行動制限 

⑵ 身体拘束禁止の対象となる具体的な行為 

① 徘徊しないように、車いすや椅子、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

② 転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

③ 自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）で囲む。 

④ 点滴、経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。 

⑤ 点滴、経管栄養等のチューブを抜かないように又は皮膚を搔きむしらないように、

手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける。 

⑥ 車いすや椅子からずり落ちたり立ち上がったりしないように、Ｙ字型抑制帯や腰

ベルト、車いすテーブルをつける。 

⑦ 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるような椅子を使用する。 

⑧ 脱衣やオムツはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。 

⑨ 他人への迷惑行為を防ぐために、ベッド等に体幹や四肢をひも等で縛る。 

⑩ 行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。 

⑪ 自分の意志で開けることができない居室等に、隔離する。（鍵の掛かる部屋に閉じ

込める。） 

 



３．身体的拘束に関する例外三原則 

予測し得ない状況の発生により、次に掲げる要件を全て満たす場合は、身体的拘束禁

止の対象となる具体的な行為を行うことができるものとする。 

⑴ 切迫性  利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性

が著しく高い場合 

⑵ 非代替性 身体的拘束を行う以外に代替する介護方法がない場合 

⑶ 一時性  身体的拘束が一時的なものである場合 

 

４．身体的拘束に関する体制 

⑴ 法人は、身体的拘束の適正化のため、身体的拘束適正化委員会（以下「適正化委員会」

という。）を設置する。 

⑵ 適正化委員会は、３か月に１回定期的に開催するものとし、重大事案が発生したとき

は随時開催するものとする。 

⑶ 議事録作成者は、適正化委員会開催の都度議事録を整備し、回覧に供しなければなら

ない。 

⑷ 適正化委員会の所掌事務は、次に掲げるとおりとする。 

① 異常行動の把握に関すること 

② 異常行動に係る介護の対策に関すること 

③ 利用者サービスの質の向上に関すること 

④ 虐待に係る身体的拘束に関すること 

⑤ 身体的拘束マニュアルの遵守等に関すること 

⑥ その他 

⑸ 適正化委員会は、次に掲げる職員で構成する。ただし、必要に応じて他の職員を加え

ることができるものとする。 

① 施設長 

② 生活相談員 

③ 上席介護士 

④ 看護師 

⑤ グループホーム管理者 

 

５．身体的拘束の実施又は解除の手続き 

⑴ 身体的拘束の実施又は解除の決定 

例外三原則に基づき身体的拘束を実施しようとする場合又は身体的拘束を解除しよ

うとする場合は、適正化委員会において次に掲げる事項を協議、決定をしなければなら

ない。 

① 身体的拘束の適否 

② 身体的拘束の実施方法 

③ 身体的拘束の期間（開始日及び解除日） 



④ 身体的拘束の時間（帯） 

⑤ 身体的拘束の安全性の確保 

⑥ 身体的拘束の経過確認（記録）の方法 

⑦ 身体的拘束の評価（検証） 

⑧ 身体的拘束の解除又は延長（期間）の決定 

⑨ その他 

⑵ 身体的拘束に関する同意等 

① 身体的拘束を行う場合は、原則事前に身体拘束等に関する同意書（様式第１号 以

下「同意書」という。）により、利用者又は家族（以下「家族等」という。）の同意を

得なければならない。 

② 適正化委員会において、緊急を要する身体的拘束の実施を決定した場合であって、

家族等から口頭での同意を得られたときは、事後的に前項の同意書を整備するもの

とする。 

③ 解除予定日以降においても身体的拘束を延長する必要がある場合は、再度同意書

を事前に整備しなければならない。 

④ 解除予定日前に身体的拘束が必要な状況が解消されたときは、速やかに家族等に

報告した上で解除するものとする。 

⑤ 身体的拘束を受けている利用者が入院した場合は、その時点で身体的拘束を解除

したものとする。 

 

６．身体的拘束に関する記録及び保管 

⑴ 身体的拘束を実施した場合は、次に掲げる内容を記録しなければならない。 

① 身体的拘束の必要な理由 

② 身体的拘束の方法、場所、行為、部位 

③ 身体的拘束の時間（帯） 

④ 身体的拘束に関する特記すべき心身の状況 

⑤ 身体的拘束の開始日及び解除の予定日 

⑥ 身体的拘束に関する特記事項及び対応検討結果（様式第２号） 

⑵ 前項の記録は、利用者との契約終了後２年間保管しなければならない。 

 

７．身体的拘束における事故報告 

⑴ 身体的拘束を実施しているときに、転落、転倒又はその他による怪我等の事故が発生

したときは、その状態により別に示すヒヤリハット報告書又は事故報告書を整備しな

ければならない。 

⑵ 通院を要する場合は、事故報告書を整備し速やかに保険者に報告しなければならな

い。 

⑶ ヒヤリハット報告書又は事故報告書は、利用者との契約終了後２年間保管しなけれ

ばならない。 



８．記録の閲覧及び交付 

⑴ 家族等は、身体的拘束の実施の決定の経緯に関する適正化委員会議事録を閲覧し、そ

の写しの交付を求めることができるものとする。 

⑵ 家族等は、身体的拘束に関する記録各号に掲げる記録を閲覧し、その写しの交付を求

めることができるものとする。 

⑶ ヒヤリハット報告書又は事故報告書を閲覧し、その写しの交付を求めることができ

るものとする。 

 

９．身体的拘束に関する研修等 

⑴ 身体的拘束に関する研修等は、年２回以上開催するものとする。 

⑵ 前項の研修等は、次に掲げるとおりとする。 

 ① 外部研修（オンライン研修を含む。） 

② 内部研修（外部研修による伝達研修を含む。） 

  ③ 新任職員研修 

④ 身体的拘束に関する実演研修 

 

１０．当該指針の閲覧方法 

  ① ホームページ 

  ② 特別養護老人ホームさくらぎの里施設内掲示 

 

  附 則 

 この指針は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この指針は、令和５年６月１日から施行する。 

 

 


